
新

ロール等を実施する。

規

ロール等を実施する。

完

平成31年度　予定 平

了

成32年度　予定

「生

事

ごみ出しません袋」の

業

無料配付、資源物の拠

ゼ

点回 「生ごみ出しませ

ロ

ん袋」の無料配付、資

予

源物の拠点回

収、家庭

算

用生ごみ推肥化処理容

事

器購入費の補助、生ご

業

収、家庭用生ごみ推肥

担

化処理容器購入費の補

当

助、生ご

み推肥化講習

者

会等を実施し、ごみの

全

減量、資源化に努 み推

体

肥化講習会等を実施し

計

、ごみの減量、資源化

画

に努

める。また、不法

経

投棄を防止するため、

費

パトロール等 める。ま

区

た、不法投棄を防止す

分

るため、パトロール等

内

を実施する。 を実施す

線

る。

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 平林　晶

全体計画 経費区分 － 内線 ３２５４

事務事業名 4126 ごみ減量・再資源化事業

所　　属 121000 市民環境部・生活環境課

施　　策 03011200 循環型社会の形成と環境衛生施設の適切な管理

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 030000 ごみ減量・再資源化事業

事業目的 事業概要・効果 

ごみの減量・リサイクルを推進し、循環型社会の形成 ごみの減量・リサイクルを推進することにより、循環

を目指すとともに、不法投棄の防止対策を図る。 型社会の形成、老朽化が進む、清掃センターの延命、

ごみ処理費用の削減を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

引き

内

続き、「生ごみだしま

部

せん袋」の無料配付、

評

資源 引き続き、「生ご

価

みだしません袋」の無

【

料配付、資源

物の拠点

二

回収、生ごみ堆肥化講

次

習会等を実施し、ごみ

】

物の拠点回収、生ごみ

1

堆肥化講習会等を実施

頁

し、ごみ

の減量、資源

平

化に努める。また、不

成

法投棄を防止する の減

３

量、資源化に努める。

０

また、不法投棄を防止

年

する

ため、パトロール

度

等を実施する。 ため、

　

パトロール等を実施す

行

る。

平成29年度　実

政

績 平成30年度　予定

評

引き続き、「生ごみだ

価

しません袋」の無料配

事

付、資源 「生ごみだし

業

ません袋」の無料配付

別

、資源物の拠点回

物の

シ

拠点回収、30･10

ー

運動の推進、生ごみ堆

ト

肥化講習 収、生ごみ堆

実

肥化講習会等を実施し

計

、ごみの減量、資

会等

対

を実施し、ごみの減量

象

、資源化に努める。ま

評

た、 源化に努める。ま

価

た、不法投棄を防止す

対

るため、パト

不法投棄

象

を防止するため、パト



度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 49,109 53,093

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 29,704 29,182

一般財源 19,405 23,911

正規職員 1.5 1.3
人員数

嘱託職員 1.8 1.6
（人）

臨時職員 0.2 0.2

正規職員 10,723.5 9,293.7

人　員 嘱託職員 4,978.8 4,425.6

コスト 臨時職員 235.8 235.8

計 15,938.1 13,955.1

市民一人当たりの経費 1.2 1.3

総額 6

内

5,047.1 67,

部

048.1

（単位：千

評

円）

平成29年度決算

価

　事業費の内訳

主な節

【

金額 内容

資源回収報償

二

金4,913、謝礼8

次

0
8節  報償費 4,

】

993

消耗品費1,8

2

35、燃料費246、

頁

印刷製本費985、光

指

熱水費（電気料）18

 

5
11節 需用費 3,

標

251

資源物収集24

 

,497、家庭用選定

名

枝資源化6,248、

算

蛍光管リサイクル処理

　

580
13節 委託費

　

34,951
、廃食用

式

油処理636、環境指

単

導業務2,017、資

位

源物拠点収集立会等9

年

73

15節 工事請負

　

費 0

ごみ集積施設・設

　

備整備補助金391、

度

家庭用生ごみ堆肥化処

平

理容器購入費
19節 

成

負担金補助及び交付金

2

698
補助金42、生

8

ごみ処理機購入費補助

年

金261 ほか

役務費

度

(郵便料、電話料、手

平

数料、保険料)2,3

成

81、使用料及び賃借

2

料(機器
その他 5,2

9

16
賃借料)40、公

年

課費(自動車重量税)

度

31 ほか

平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 可燃ごみ排出量の削減（市民ひとりあたりの年間排出量）

算　　式 単位 ㎏

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 201 200 199 198 197
目 標 値

実 績 203.6 205.4

指標選定 総合計画の目標値

の 理 由

最終年度 総合計画の目標値

目標の根拠

指 標 名 不法投棄の根絶

算　　式 単位 件

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 70 70 70 70 70
目 標 値

実 績 35 68

指標選定 総合計画の目標値

の 理 由

最終年度 総合計画の目標値

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年



委

おいて市町村の責任で

託

行うものと定められて

費

おり、市民が安心して

1

生活していくうえで必

5

要不可欠である。
評 

節

  価

コメント

・事業

 

の成果は上がっている

工

か

・目標に対する達成

事

度は十分か

有 効 性

請

・市民生活上の課題解

負

決に貢献しているか 普

費

通

・行政内部の管理上

1

の課題解決に貢献して

9

いるか

・事業の目的が

節

達成できるような事業

 

内容になっているか

ご

負

みの減量・リサイクル

担

等を推進し、循環型社

金

会の形成を図る取り組

補

みを継続して実施する

助

。

評   価

コメント

及

・成果を落とさずにコ

び

ストを削減する方法は

交

あるか

効 率 性 ・効

付

率性向上に努めている

金

か 変わらない

・使用料

そ

などの受益者負担や補

の

助対象事業の範囲など

他

、財源確保の余地はな

Ｃ

いか

ごみの減量・リサ

Ｈ

イクル等を推進し、循

Ｅ

環型社会の形成を図り

Ｃ

、ごみ処理費用の削減

Ｋ

を図る。

資源物売払に

個

ついては引き続き入札

別

を実施し、収入の確保

評

に努める。
評   価

価

コメント

振り返り（決

項

算年度の取組み課題）

目

・可燃ごみの多くを占

評

める生ごみの堆肥化促

価

進のため、引き続き「

観

生ごみ出しません袋」

点

の取り組みや、生ごみ

評

堆肥化講

習会等を実施

価

し、生ごみの減量、資

内

源化に努めた。また、

容

食べ残しを減らすため

・

、30・10運動を推

市

進した。

・食品ロス削

民

減のため、フードドラ

の

イブを実施した。

・不

生

法投棄を防止するため

命

のパトロールの実施、

・

看板の設置を行った。

財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

11

平

節 需用費 0

資源物収

成

集26,009、家庭

3

用選定枝資源化7,0

0

53、蛍光管リサイク

年

ル処理689
13節 

度

委託費 37,957
、

当

廃食用油処理1,00

初

0、環境指導業務2,

予

133、資源物拠点収

算

集立会等1,073

1

　

5節 工事請負費 0

ご

事

み集積施設・設備整備

業

補助金500、家庭用

費

生ごみ堆肥化処理容器

の

購入費
19節 負担金

内

補助及び交付金 1,0

訳

27
補助金、生ごみ処

主

理機購入費補助金39

な

0 ほか

旅費66、役

節

務費(郵便料、電話料

金

、手数料、保険料)3

額

,190、使用料及び

内

賃
その他 14,109

容

借料41(機器賃借料

8

)、公課費(自動車重

節

量税)32ほか

ＣＨＥ

 

ＣＫ

個別評価

項目 評価

 

観点 評価内容

・市民の

報

生命・財産を守るため

償

市が実施することが必

費

要不可欠な事業である

1

か

・行政内部の管理運

1

営上必要な事業である

節

か

必 要 性 ・市が主

 

体となり実施すべき事

需

業か 必要不可欠

・法的

用

な根拠や公的関与の妥

費

当性はあるか

・目的は

1

結果（施策の目指す理

3

想）に結びついている

節

か

ごみ処理（一般廃棄

 

物）は廃棄物処理法に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

「第二次須坂市環境基本計画」及び「須坂市一般廃棄 不法投棄、ポイ捨てや食品ロスに対する市

内

民の理解や

物処理基本

部

計画」に基づき、更な

評

るごみの減量、リサ 意

価

識の

イクルの推進を図

【

る。清掃センターの維

二

持や広域化に 醸成を今

次

後いかに図っていくか

】

が課題である。

伴う負

4

担金の抑制、二酸化炭

頁

素の排出量を削減する

Ａ

た

めにも重要な事業で

Ｃ

ある。

外部評価

次年度

Ｔ

以降の方向性

外部評価

Ｉ

コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


